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令和４年度 厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

  分担研究報告書(職域肝炎ウイルス陽性者・両立支援対策) 

 

愛媛県における肝疾患患者の就労状況調査 

 

研究分担者：徳本 良雄   愛媛大学大学院地域医療学講座 准教授 

  

研究要旨：愛媛大学医学部附属病院では肝疾患患者を対象とした社会保険労務士によ

る就労・両立相談を実施してきた。慢性肝疾患は病気と仕事の両立支援の対象である

が、C 型肝炎患者の減少や新規薬物療法の登場など成因等の変化がみられている。肝

疾患患者に対する両立支援の充実に向けて、肝疾患患者の就労状況を把握することを

目的として、職業調査を実施した。愛媛大学医学部附属病院では 407 枚のアンケート

を回収し、336 例を解析に用いた。肝疾患と非肝疾患で職種や事業所規模は差がなか

った。一方、ウイルス性肝疾患患者は、当院の就労相談の結果と同じく、勤務先に病

気で通院していることを伝えていない患者が存在していた。両立支援の認知度は約

28%であり、非肝疾患との差はみられなかった。肝疾患に対する両立支援の充実に向

けて、広く両立支援の認知度向上を図るとともに、産業医等の企業側担当者に患者が

相談しやすい環境の整備と情報提供が必要である。 

A. 研究目的 
治療と仕事をいかに両立するかが社会的

問題となっている。2015 年度より両立支

援コーディネーターの養成が始まり、2018

年度診療報酬改定においてがん患者に対す

る療養・就労両立支援指導料が新設された。

2020 年度には、新たに慢性肝疾患、指定

難病等に対象が拡大され、産業医以外に総

括安全衛生管理者、衛生管理者、保健師が

対応できることとなった。さらに、2022

年度には 10～50 人未満の事業所において

選任が義務づけられている衛生推進者の対

応が可能となった。これらの制度拡充によ

り、産業医が専属している大規模事業所か

ら産業医の選任義務のない中小規模の事業

所においても患者の希望により両立支援を

実施することが可能となった。 

愛媛大学医学部附属病院では、2014 年

10 月より肝疾患患者を対象とした社会保

険労務士による就労相談を開始している。

さらに、当院の診療連携部門である総合診

療サポートセンター（ Total Medical 

Support Center：TMSC）が入院前スクリー

ニングや両立支援を実施している。仕事や

収入に関する不安を患者から自発的に相談

することは少ないため、肝疾患以外の患者

も含めた就労相談を実施するだけでなく、

入院時調査票に両立支援に関する項目を追

加することで、両立支援対象患者の拾い上

げに務めている。 

C 型肝炎ウイルス排除が可能な時代とな

り、C 型肝炎患者の減少がみられる一方で、

脂肪性肝疾患患者は増加している。さらに、

肝性脳症や肝性腹水など肝硬変の合併症に

対する治療薬に加え、肝がんに対する様々

な分子標的治療薬、免疫チェックポイント

阻害薬の登場により、長期通院例が増加し

ている。つまり、現在においても長期間の

通院治療を要する肝疾患患者が存在し、病

気と仕事の両立に向けた支援が求められて

いる。肝疾患患者を適切にサポートしてい

くためには、現在の肝疾患患者がどのよう

な職業に就き、就労上の悩みを抱えている

かを明らかにする必要がある。そこで、当

院における職業に関するアンケートを解析

することで、肝疾患患者の就労状況と両立

支援に関する悩みを明らかにすることとし

た。 
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B. 研究方法 

愛媛大学医学部附属病院及び研究協力施

設の計 26 施設において職業調査を実施し

た（愛媛大学医学部附属病院臨床倫理審査

委員会 2012007 号）。 

特定可能な個人情報を含まないアンケー

ト調査とした。研究への同意はアンケート

用紙に「同意します」、「同意しません」の

チェック欄を設け、「同意します」にチェ

ックがあることで判断した。（図１） 

 

愛媛大学医学部附属病院で回収したアン

ケートをもとに、愛媛県における肝疾患患

者の就労状況と両立支援の認知度について

解析を行った。 

C. 研究結果 

外来患者に対するアンケート 407 枚を回

収した。現在就労のない 9 例、原疾患の回

答がない 57 例、年代または性の記載がな

い 5 例を除いた 336 例を解析対象とした。 

アンケート回答者の属性は男性が 56%。

50 歳代が 32%と最も多く、70 歳代は全体

の約 5％であった。（図２） 

 

雇用形態は、正規社員（正社員）が約半

数を占めており、雇用形態、職種、事業所

規模について、肝疾患と非肝疾患の間に有

意な差はなかった。 

「あなたは病気で病院にかかっているこ

とを、職場に伝えていますか」の問に対し

て「はい」と回答したものは、肝疾患患者

が 90%、非肝疾患患者が 95%であり、肝疾

患患者の中で、ウイルス性肝疾患は 88%、

非ウイルス性肝疾患では 92%であった。

（図３） 

 

「治療と仕事を両立する上で困った時、

職場で誰に相談しますか」の問に対して、

産業医、産業保健師、衛生管理者と回答し

たのは 3%、管理職、人事労務管理担当者

は 19%、直接の上司、同僚が 70%、誰にも

相談しないと回答したのは 9％であった。

事業所の規模によらず、直接の上司、同僚

に相談する率は約 70％であり、産業医等

や人事・労務担当者等に相談する割合が増

えると、「誰にも相談しない」の回答減少

していた。（図４） 
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「もし「がん」と診断されても治療しな

がら仕事を続けていきたいですか」に対し

て、「はい」が 56%、「いいえ」が 9%であっ

た。肝疾患患者は 59%が、非肝疾患患者の

49%が「はい」と回答した。がん患者は

84%、非がん患者は 54％であった。 

「勤務先で利用可能な勤務制度」につい

ては、短時間勤務（32%）、時差出勤(24%)、

業務内容の変更（23%）が多く、一方で

「いずれもない」（17%）、「わからない」

(19％)と利用可能な制度を把握していない

患者も一定数存在していた。（図５） 

 

「「両立支援」という言葉を聞いたこと

がありますか」には 28%が「はい」と回答

した。肝疾患患者では 29%、非肝疾患患者

で 26％であった。（図６） 

 

 

D. 考察 

この数年で、肝疾患の治療法は大きく変

化している。C 型肝炎の抗ウイルス治療に

とどまらず、トルバプタンやリファキシミ

ンなど肝硬変の合併症治療や、肝がんの分

子標的治療の導入も急速に進んでいる。 

治療と就労の両立に向けて、肝疾患患者

を適切にサポートしていくためには、現在

の肝疾患患者がどのような職業に就き、就

労上の悩みを抱えているかを明らかにする

必要がある。 

 今回の調査では、約半数が産業医の設置

が義務づけられていない 50 人未満の事業

所に勤務していた。令和 4 年度診療報酬改

定では、療養・就労両立支援指導料の企業

側担当者に衛生推進者が追加され、産業医

不在の事業所についても、両立支援の実施

が可能となった。相談相手として産業医等

を選択する率が従業員数に応じて増加する

ことや、両立支援の認知度が 3 割に満たな

いことを考慮すると、肝疾患患者への両立

支援の提供に拘泥せず、広く両立支援の周

知を行うとともに、相談窓口として産業医、

産業保健師からの情報発信が必要と考えら

れた。一方で、愛媛大学医学部附属病院で

は肝疾患患者に対する就労相談を継続して

いるにも関わらず、非肝疾患との認知度に

差は見られず、両立支援に関する情報提供

が患者に到達していない可能性がある。 

職場に病名を伝えている率は、他の疾患

よりもウイルス性肝疾患患者で低値であっ

た。当施設における就労相談においても、

職場に病名を伝えていない患者の多くはウ

イルス性肝疾患であり、差別・偏見を恐れ

ている患者がいまだ一定数存在することを

示唆している可能性がある。 

 がんの診断後、仕事を続けたいと答えた

のは 56％であり、特にがん患者では 84%と

高率であった。既に離職した患者が除外さ

れている可能性はあるが、長期間の治療を

行っていく中で、治療費の問題などを含め

て病気と仕事を両立する必要性を感じてい

る可能性がある。肝がん発生の危険性を抱

えながら、長期通院を続けている慢性肝疾

患の患者に対しても、肝がんになる前から
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両立支援を積極的に提供していくことが望

まれる。  

 

E. 結論 

愛媛県における肝疾患患者の勤務環境は

非肝疾患と大きな差はなかった。一方で、

ウイルス性肝疾患患者の一部には、差別・

偏見を恐れて、勤務先に病気のことを正し

く伝えられていない患者が存在しており、

これらの患者への配慮を行いながら肝疾患

患者に両立支援を提供する必要がある。 

 

F. 政策提言および実務活動 

社会保険労務士による就労相談は、治療

と就労を両立するために、必要な支援方法

を提供できるため、愛媛県内外への情報提

供を引き続き実施していく。 
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